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序　　　　　文

カンボジア王国では内戦によって医療従事者の数が激減し、保健医療サービスのレベルが周辺

諸国よりも低い現状にあります。1980年から医療技術者の養成が再開されたものの、依然として

質・量ともに不足が指摘され、特に臨床検査技師、放射線技師は最も養成が遅れている分野となっ

ています。

上記状況を踏まえ、カンボジア王国政府はプノンペン市内にある国立医療技術学校を支援する

技術協力プロジェクトを我が国に要請し、これを受けて、プロジェクト計画を立案するため、平

成14年 9月に第1次事前評価調査団、平成15年 3月には第 2次事前評価調査団が派遣されました。

さらに、事前評価調査の結果及びその後の一連の協議の結果、平成 15年 9月 12日に国際協力事

業団カンボジア事務所とカンボジア王国保健省との間で討議議事録の署名が行われ、同年 9 月

15日から「医療技術者育成プロジェクト」として、5年間の協力が開始されることとなりました。

本報告書は、上記事前評価調査及び実施協議の結果を取りまとめたものです。ここに、ご協力

を賜りました関係各位に深甚なる謝意を表しますとともに、今後とも本件技術協力の成功のため、

引き続きご指導、ご協力を頂けますようお願い申し上げます。

平成 15年 9月

国 際 協 力 事 業 団

理事 松岡　和久
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事前評価結果要約表（技術協力プロジェクト）
作成日：2003年 6月 12日

担当部・課：医療協力部・医療協力第一課

案件名：医療技術者育成プロジェクト

対象国：カンボジア王国 実施地域：プノンペン、バッタンバン、ストゥントゥレン、コンポート、コ

ンポンチャム

実施予定期間：2003年 9月～ 2008年 9月

1．プロジェクト要請の背景

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）の保健医療サービスレベルは周辺諸国と比べても低く、1999年

の調査では乳幼児死亡率が 1,000人に対し 125人、妊産婦死亡率が 10万人に対し 477人である。カンボジア国内

には 1975年当時 487人の医師がいたが、内戦直後には43人にまで激減した。その後、1980年に医師及び医療技

術者の養成が再開され、医師、準医師、看護師及び検査技師の人数は増加したものの、その質と量の両面での

不足が依然として否めない。検査技師（臨床検査及び放射線技師）については、最も養成が遅れており、かつ人

材が不足している分野であり、検査の精度が低い状況にある。これら医療従事者の不足は、カンボジア国内の

保健医療サービス向上を阻む大きな要因となっている。

同国プノンペン市内にはNGOに支援されている国立の医療技術学校があり、看護・臨床検査技師及び理学療

法分野の人材を育成しているものの、NGOが予算不足によって撤退する可能性が高くなっているばかりか、学

校運営状況に課題が多く、カリキュラムや教材の不備も目立つことから早急な改善が求められている。また、医

療技術者育成のための教育機関や教育内容に関する国家ガイドラインの制定も求められている。

以上の状況を踏まえ、カンボジア政府は医療技術者育成システムを強化するための技術協力プロジェクトの

実施を要請し、採択に至った。

2．相手国実施機関：保健省、医療技術学校、地方看護学校

3．プロジェクトの概要及び達成目標

（1）達成目標

1） プロジェクト終了時の達成目標（プロジェクト目標）

〈公共医療施設のために有能な医療技術者が育成される〉

指　標：① 医療技術学校及び地方看護学校にて育成された医療技術人材の卒業試験の平均点が上昇

する。

② 第 3学年を対象としたモニタリングテストの平均点が上昇する。

③ 病院実習時の作業成績が改善される。

④ 公立病院における卒業生の勤務評価が上昇する。

2） 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）

〈十分な数の有能な医療技術者が公共医療施設に配置される〉

指　標：① 設定された人材配置基準を満たす公共医療施設の数が増える。

② 公共医療施設における医療技術者の空席数が減る。

③ 公共医療施設で働く、医療技術学校及び地方看護学校の卒業生の数が増加する。

（2）成果・活動

上記の目標を達成するために、以下の成果をめざした活動を行う。

成果 1：医療技術者育成に関する基準とガイドラインが策定される。

指　標：医療技術者に基礎研修を行う研修機関のガイドラインと基準が策定される。

成果 2：公立病院の人材情報が医療人材育成の研修計画に反映される。

指　標：公立病院の人材配置情報が各病院からの人材情報を基にして毎年更新される。

成果 3：医療技術学校の学校運営能力が向上する。

指　標：学校教職員に対する研修の平均点が上昇する。

学校運営に関するモニタリングの平均点が上昇する。



成果 4：教員の教授能力が向上する。

指　標：教授法に関する研修の平均点が上昇する。

教授法に関するモニタリングの平均点が上昇する。

成果 5：教材が継続的に改訂される。

指　標：すべての学科の教材が開発され、半年ごとに見直しが行われる。

（3）投入（インプット）

日本側 約 4.9億円

専門家派遣（長期：3名、短期：年間 10～ 15名程度）

本邦カウンターパート研修（15名程度）

機材供与（事務機器、基礎的実習機材、視聴覚機材など）

相手国側 プロジェクト事務所（保健省及び医療技術学校内）

カウンターパート配置

（4）実施体制

保健省人材育成部・人事部・病院サービス部、医療技術学校、地方看護学校

4．評価結果（実施決定理由）

以下の視点からプロジェクトを評価した結果、協力を行うことは必要かつ妥当だと判断される。

（1）妥当性

カンボジアでは感染症による死亡率が高く結核患者も多いが、特に地方の医療機関では医療技術者の数

が少ない。現在、公立の医療機関で働く医療技術者のほとんどが医療技術学校と地方 4州看護学校の卒業

生であるため、これらの学校を支援することはカンボジアのニーズと合致する。本プロジェクトは保健医

療サービスに従事する人材という共有財を開発・拡充するもので、公平性・公益性も高い。

また、日本はカンボジアを最重点援助国として協力を推進し、保健医療の充実は外務省の 7重点課題の

1つ「貧困対策や社会開発分野への支援」に取り上げられ、JICA国別事業実施計画のなかでも 8重点分野の

1つにあげられている。

さらに、母子保健プロジェクトと結核対策プロジェクトという先行プロジェクトがあり、JICAが保健省

や州保健部で協力関係を築いてきた実績を有効活用できる。

したがって、この分野を支援することは日本のODA事業として妥当性があると思われる。

（2）有効性

医療技術者の質の高い基礎教育は各学校の施設・教材・教員を改善すること（成果 4、5）に依存するとこ

ろが大きいが、教育施設・教材・教員資格の国家基準の整備（成果 1）と医療技術学校の学校運営改善（成果

3）を同時並行で行うことで、プロジェクト目標を達成する可能性を高めている。

また、プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）ワークショップでは、実施機関と監督機関だけ

にとどまらず、広く関係組織から参加者を募ってプロジェクトを立案し、リスクについても議論を重ねた。

事前調査の段階から関連機関に対する調整を十分に行い、彼らの協力を取り付けるのみならず、プロジェ

クト戦略に対する理解を求めてきているため、関係者間での合意が既に十分に形成されており、目標達成

が現実のものになる可能性も高く、有効性が高いといえる。

ただし、本プロジェクトはできるだけプロジェクト内部に外部要因を取り込む形でリスクに対応してい

るため、多くの活動を網羅しなければならず、成果間・活動間の関係を重視して綿密な実施計画を立てる

ことが重要となる。

（3）効率性

医療技術学校・地方看護学校に投入される機材は、医療現場のニーズと現状に沿った基本的なものとし、

維持管理に費用がかかる高価な機材は含まない予定である。アジア開発銀行（ADB）／英国国際開発省

（DfID）／世界銀行が 2003～ 2007年に実施する保健セクター支援プロジェクトなど、ドナー機関からX線

機器を含めた機材が保健センターや 2次病院に供与される予定があり、また、無償資金協力が実施される

可能性もある。したがって、このような他のスキームやドナーからの投入を活用しながら、医療技術基礎



教育のソフト面に集中した活動が実施可能である。

また、実施人員についても数名の長期専門家を第三国研修や短期専門家と組み合わせ、コンパクトな投

入による大きな効果を想定している。

したがって、本プロジェクトの効率性は高いと思われる。

（4）インパクト

保健医療人材育成・配置システム改善のための活動（成果 2）を教育学校の支援（成果 3、4、5）と組み合

わせて同時並行で行うことによって、片方だけではもたらすことのできない上位目標へのインパクトを生

み出すことができる。

医療技術学校・地方看護学校の学生（在校生と今後5年間の入学予定者数3,543人）と保健省人材育成部・

人事部・医療技術学校・地方看護学校のスタッフ、計 250人が直接的な技術移転対象者となる。

成果 2によって得られた情報が保健医療人材育成・配置計画に有効利用されれば、有能な医療技術者の

リクルートや卒後の就職を総合的に管理するシステムを構築でき、上位目標の達成に貢献する。ただし、保

健省が適切な人材配置を行うための具体的措置をとるという外部条件が満たされるかを、注意深くモニ

ターする必要がある。

卒業生が優れたケアを住民に提供することができれば、保健医療サービスの質的向上が期待できる。特

に臨床検査技師・理学療法士・放射線技師については、ニーズがあっても現場の病院や診療所に配置され

ていないため、今後、検査の精度が高くなり、検査件数が増加して質の高い検査結果が医者の診察に適切

に利用されるようになれば、大きな技術的インパクトを期待できる。

（5）自立発展性

保健省は慢性的な人材不足と財政難にあるが、プロジェクトでは保健省人材育成部の業務と課題に呼応

する活動を取り上げ、機材供与をほとんど想定してないため、追加の人材・予算を計上する必要はほとん

どない。よってプロジェクト終了後も人材育成部が存在し続ける限り、プロジェクト効果は持続すると予

想される。

医療技術学校は会計処理・物品管理・職員の労務管理・学生管理といった学校運営の各側面に問題を抱

えている。教員や総務職員の質も高いとはいえない。医療技術学校で行われる活動の自立発展性は現時点

では検証できないが、本プロジェクトで学校運営に対する指導を行うため、改善が期待される。

活動として考えられているもののなかには、国家基準・ガイドラインの整備など、新しく導入しなけれ

ばならないものが多い。プロジェクト期間内に、カウンターパートが日本人の専門家の援助なしにプロ

ジェクト効果を継続していくための技能や経験を身につける必要がある。総じて、これらの活動実施は決

して容易ではないが、導入は可能で、国の保健医療人材育成のために必要不可欠なものである。

5．外部要因リスク（外部条件）

（1）州保健部やドナー機関が運営している継続教育の数と質が改善する。

（2）採用規定にのっとり、政府は医療技術学校と地方看護学校の学生が公共医療施設に配置されるための施

策をとる。

（3）中央政府が医療セクターで公務員の採用を凍結したり、劇的に削減したりしない。

（4）公共医療施設での職場環境・労働条件が改善する、又は少なくとも悪化しない。

（5）研修を受けたカウンターパートが大幅に離職しない。

6．今後の評価計画

（1）今後の評価に使う指標

既述のプロジェクト目標・上位目標の達成度を測る指標以外では、下記の指標が設定された。

1） 医療技術者の基礎教育を行う教育機関に対する国家基準及びガイドラインの作成数と充足率

2） 病院情報データベース上の、公立病院の雇用・設備状況の更新頻度

3） 医療技術学校と地方看護学校におけるスタッフ訓練セミナーの平均点

4） 学校運営能力・教員の指導能力のモニタリングチェックリストの履行レベル

5） 教材作成数と改訂頻度

（2）評価スケジュール

中間評価（2006年 2月ごろ）、終了時評価（2008年 2月ごろ）を予定。
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第 1章　事前評価調査の概要

1－1 調査団派遣の経緯と目的

（1）これまでの経緯

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）の保健医療サービスレベルは周辺諸国と比べ

ても低く、1999年の調査では乳幼児死亡率が 1,000人に対し 125人、妊産婦死亡率が 10万人

に対し 477人である。カンボジア国内には 1975年当時 487人の医師がいたが、内戦直後には

43人にまで激減した。その後、1980年に医師及び医療技術者の養成が再開され、医師、準医

師、看護師及び検査技師の人数は増加したものの、その質と量の両面での不足が依然として

否めない。検査技師（臨床検査及び放射線技師）については、最も養成が遅れており、かつ人

材が不足している分野であり、検査の精度が低い状況にある。これら医療従事者の不足は、カ

ンボジア国内の保健医療サービス向上を阻む大きな要因となっている。

同国プノンペン市内にはNGOに支援されている国立医療技術学校（TSMC）があり、看護・

臨床検査及び理学療法分野の人材を育成しているものの、NGOが予算不足により撤退する可

能性が高くなっているばかりか、カリキュラムや教材の不備も目立つことから、早急な改善

が求められている。

また、既に JICA医療協力部が実施している 2つのプロジェクト（母子保健、結核対策）の専

門家からも、検査診断にかかわる技術的な問題が以前より指摘されていた。

上記の状況を踏まえ、カンボジア政府は 2000年度に医療技術分野における 2名の短期専門

家派遣を要請し、2001年 2月から 3月に放射線専門家、同年11月から 2002年 2月に臨床検査

専門家がそれぞれ派遣された。さらに、2001年 8月には技術協力プロジェクトの要請があげ

られ、2001年 11月に基礎調査団が派遣された。

2002年 9月から第 1次事前評価調査を行い、医療従事者育成に関する基本情報を収集する

とともに、プロジェクトの計画概要を策定した。その後、より具体的な活動計画を策定し、プ

ロジェクト開始に向けた準備を行うため、2003年 3月に第 2次事前評価調査団が派遣された。

（2）第 1次事前評価調査の目的及び結果

プロジェクトの協力範囲を策定し、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）原案を

作成することを目的に、2002年 9月から 12月まで、聖マリア病院国際協力部の山崎 裕章氏

を第 1次事前評価調査のためにカンボジアに派遣した。調査の結果、保健省人材育成部及び

TSMCをカウンターパート機関とすること、基礎教育分野における人材育成政策の策定支援

をプロジェクト活動に含めること、TSMCにおける学校運営改善も活動対象とすることなど

が定められた。詳細な調査結果報告は、付属資料 1のとおりである。
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また、第 1次事前評価調査中に収集した情報を基に、プロジェクトドキュメントの前半部

分（第 1章から第 3章）のドラフトが執筆された。

（3）第 2次事前評価調査の目的

第 1 次事前評価調査の結果を受け、更に具体的な協力内容・活動計画を協議するため、

2003年 3月から国立国際医療センター国際医療協力局の建野 正毅氏を団長とする第2次事前

評価調査団が派遣された。

第 2次事前評価調査は、無償資金協力部が実施した「医療技術学校整備計画予備調査」と同

日程で進められ、技術協力・無償資金協力、それぞれの方向性について意見交換を行った。

主な調査目的は以下のとおりである。

1） 関連機関を訪問し、関係者との協議をとおしてプロジェクト実施に必要な情報を収集

し、協力体制・活動計画を策定する。

2） プロジェクト・サイクル・マネージメント（PCM）ワークショップを開催し、PDM案を

策定する。

3） 協力計画案・PDM案について、先方政府と協議し、双方の合意を図る。

4） 評価 5項目の観点からプロジェクトの事前評価を行い、計画の妥当性を検証する。

5） 当該分野における他ドナーの援助動向を把握し、連携の可能性を探る。

6） 無償予備調査団員と協力し、TSMCに対する無償資金協力の方向性について関係者と

協議する。

7） 上記 1）～ 6）の結果をプロジェクトドキュメントに取りまとめる。

調査及び協議の結果は、議事録（Minutes of Meeting：M／M）に取りまとめ、日本・カンボ

ジア双方で合意のうえ、署名・交換した（付属資料 2）。

1－2 第2次事前評価調査団の構成

担　当 氏　名 所　属 期　間

1 団長／総括
タテ ノ 　 セイ キ

建野　正毅
国立国際医療センター　国際医療協力局

2003.3.22～ 2003.3.29
派遣協力第一課　課長

2 臨床検査
ヤマザキ 　 ヒロアキ

山崎　裕章 聖マリア病院　国際協力部　臨床検査技師長 2003.3.12～ 2003.3.29

3 看護教育
ホン ダ 　 サ ツキ

本田　五月
国立国際医療センター　国際医療協力局

2003.3.12～ 2003.3.29
派遣協力第一課　派遣協力専門官

4 協力計画
スギタニ 　 ナ オ コ

杉谷　奈緒子 JICA　医療協力部医療協力第一課　職員 2003.3.16～ 2003.3.29

5 参加型計画
ノ ジ 　 ケイ コ

野地　恵子
アイ・シー・ネット株式会社

2003.3.16～ 2003.3.29
コンサルティング部
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1－3 第2次事前評価調査日程

日順 月日 曜日 時間 調査内容

1 3月 12日 水 19:45 プノンペン着（山崎団員、本田団員）

　 　 20:30 JICA事務所・遊佐所員と打合せ

2 3月 13日 木 8:00 保健省人材育成部表敬（Ms. Keat Phuong）

　 　 10:00 TSMC表敬（Dr. Huy Sovath, Dr. Lim Sunly）

　 　 14:00 JICA事務所と打合せ

　 　 16:00 母子保健プロジェクト訪問（垣本チーフアドバイザーほか）

3 3月 14日 金 7:15 バッタンバン州へ移動

　 　 8:30 Svay Por Health Center視察（Dr. Sim Wadhsnsk）

　 　 10:00 バッタンバン州病院視察及び渡辺協力隊員訪問

　 　 14:00 バッタンバン地方訓練センター（看護学校）視察

　 　 18:00 協力隊員（竹内隊員、渡辺隊員）から情報収集

4 3月 15日 土 9:30 プノンペンへ移動

5 3月 16日 日 6:30 コンポンスプー州・TSMC看護学生フィールド活動視察

　 　 18:45 プノンペン着（野地団員、杉谷団員）

　 　 20:30 団内打合せ（これまでの調査結果、調査方針）

6 3月 17日 月 8:30 保健総局長との打合せ（Prof. Eng Hout）

　 　 10:00 保健省人材育成部との打合せ（Ms. Keat Phuong）

　 　 14:30 JICA事務所（プロジェクトの方向性について協議）

　 　 17:00 JICA母子保健及び結核対策プロジェクト専門家との意見交換

7 3月 18日 火 8:30 TSMC訪問（校長との打合せ、生徒・教師からの問題カード収集）

　 　 14:00 他ドナー（WHO, UNICEF, GTZ）との意見交換

　 　 14:30 PCMワークショップ（1）（説明、参加者分析）

　 　 18:30 JICA事務所との打合せ

8 3月 19日 水 8:30 PCMワークショップ（2）（参加者分析、問題分析）

　 　 18:00 団内打合せ

9 3月 20日 木 終日 PCMワークショップ（3）（問題分析、目的分析、プロジェクト選択）

10 3月 21日 金 終日 PDM作成（カンボジア側カウンターパート 4名と調査団）

11 3月 22日 土 8:00 PDM作成（調査団員のみで上位目標、プロジェクト目標、成果、指標を整理）

　 　 16:00 PDM作成（調査団員のみで外部条件を整理）

　 　 18:45 建野団長プノンペン着

12 3月 23日 日 9:00 団内ミーティング（団長及び無償団員へのPDM概要説明、無償協力の方向性について協議）

13 3月 24日 月 8:30 保健省人材育成部との打合せ（Ms. Keat Phuong）

　 　 10:30 保健科学大学学長表敬

　 　 14:00 JICA事務所長との協議

　 　 15:30 保健総局長との打合せ（Prof. Eng Hout）

14 3月 25日 火 9:00 French Cooperationとの意見交換

　 　 10:00 ホープ病院（TSMCの実習先）視察

　 　 11:30 日本大使館表敬

　 　 15:00 JOCVとの意見交換（バッタンバン・Ｘ線技師）

15 3月 26日 水 7:00 コンポンチャム州訪問（本田団員、杉谷団員：州看護学校、州病院、州保健部）

　 　 9:00 保健省長官との打合せ（Dr. Mam Bun Heng：団長、山崎団員、野地団員）

16 3月 27日 木 9:00 保健省人事部との打合せ（人材データベースについて）

　 　 10:00 保健省人材育成部とミニッツ内容確認

　 　 14:30 他ドナー（WHO）、JICA母子保健及び結核対策プロジェクト専門家へのデブリー

フィング（PCMワークショップ結果報告）

　 　 16:00 ミニッツ署名・交換

17 3月 28日 金 11:00 JICA事務所報告

　 　 20:25 プノンペン発
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1－4 主要面談者

（1）カンボジア側関係者

1） 保健省（MOH）

Dr. Mam Bun Heng Secretary of State for Health

Prof. Eng Hout Director General for Health

Ms. Keat Phuong Director of Human Resource Development（HRD）Department

Dr. Yath Yathy Deputy Head of Registration Bureau, HRD Department

Dr. Lim Huy Staff of HRD Department

Dr. Uy Sophoat Staff of HRD Department

Dr. Mey Sambo Deputy Director of Personnel Department

Ms. Sok Khim Staff of Laboratory Unit, Hospital Service Department

2） 保健科学大学（UHS）

Prof. VU Kim Por Rector, University of Health Sciences

Prof. Youk Sophanna Dean of Faculty of Health Sciences

3） 医療技術学校（TSMC）

Dr. Huy Sovath Director

Dr. Lim Sunly Deputy Director

Dr. Peav Sao Deputy Director

Dr. Chhim Pccm Chief of Technical Office

Ms. Ouk Kaiyan Laboratory Office

Mr. Phon Saphan Administrative Office

Dr. Hay Sundy Chief of Physiotherapy

Mr. Lim Vuthy Chief of Nursing Section

4） 地方看護学校（RTCs）及び州保健部（PHD）

Dr. Kim Born An Director of Kg.Cham RTC

Dr. Lon Chan Rasmey Deputy Director of Kg. Cham PHD

Dr. Math Bumthau Director of Kampot RTC

Dr. Mious Sovuthy Director of Kg. Speu PHD

（2）他ドナー関係者

Ms. Juliet Fleifchl Training and Education Advisor, WHO

Ms. Pamela Messercy Programme Management Officer, WHO

Dr. Maurice  Hours Project Officer Health, UNICEF
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Dr. Paula Quigley Senior Technical Advisor, GTZ

Ms. Chantal Gonze Advisor in MOH, French Cooperation

Ms. Laurie Felker Director of Nursing, Hope Hospital （NGO）

（3）日本側関係者

1） 在カンボジア日本国大使館

小川　郷太郎 特命全権大使

花園　千波 専門調査員

2） JICAカンボジア事務所

力石　寿郎 所　長

原　智佐 次　長

遊佐　敢 所　員

3） 母子保健プロジェクト

垣本　和宏 チーフアドバイザー

森川　康夫 臨床検査

橋本　麻由美 助産師

鈴森　泉 業務調整員

4） 結核対策プロジェクト

三浦　隆史 結核菌検査

5） JOCV

竹内　満 診療放射線技師（Battambang Referral Hospital）

1－5 評価方法

第 2次事前評価調査において、カンボジアの医療技術者教育に携わる関係者を広く集め、PCM

手法によるプロジェクト計画立案ワークショップを行った。参加型ワークショップのなかで、参

加者分析・問題分析・目的分析を行い、その結果を基に PDM0が作成された。ワークショップの

結果は、付属資料3「プロジェクトドキュメント（日本側作成ドラフト）」別添16に記載されている。

さらに、第1次事前評価調査の結果及び第2次事前評価調査中に行った関係者との面談、インタ

ビュー、ワークショップ結果を分析し、JICA事業評価ガイドラインに基づいて妥当性、有効性、

効率性、インパクト、自立発展性の 5項目の観点から事前評価を行った。評価結果は、事前評価

結果要約表及び付属資料 3「プロジェクトドキュメント（日本側作成ドラフト）」の第 6章のとおり

である。
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第 2章　第 2次事前評価調査結果

2－1 団長総括

第2次事前評価調査団は、基礎調査（2001年 11月）並びに第 1次事前評価調査（2002年 9月）の結

果を受け、カンボジア側と具体的な協力内容・活動計画を協議し、PDM0及びプロジェクトドキュ

メントを作成することを主な目的に調査を行った。なお、本調査団は、TSMCに対する無償資金

協力予備調査団と合同で実施し、今後の無償資金協力との連携の可能性を検討した。

第 1次事前評価調査の結果並びにその後の国内協議にて、本プロジェクトは、カンボジアにお

ける医療従事者全般（医師、歯科医師、薬剤師を除く co-medical 分野）における基礎教育の改善を

プロジェクト目標にすることで当方の合意が形成されていた。

調査団は、カンボジア側関係者、現行プロジェクトの専門家並びに国際機関のドナーを交えた

ワークショップを中心に調査を実施した。カンボジア側関係者としては、TSMCのみならず、地

方の 4つの看護学校代表や保健省の人材育成部、人事部、病院サービス部、計画・保健情報部の

代表も交えて実施した。これらのワークショップでまとめられたプロジェクト計画は、PDM0とし

てまとめ、日本・カンボジア双方にて合意した。

本プロジェクトの第一の特徴としては、技術面のみの移転を目的とするものではなく、技術と

マネージメント能力の向上の両面における技術協力をめざしたところにある。各学校は、技術面

においては過去十数年間にわたる様々なドナーの協力によってある程度の成果が得られたが、教

育システムや学校運営等に対するマネージメントの意識が低く、そのために取得した技術もその

場限りに限定され、組織として継続することが少なかった。TSMCがその一つの例であり、ドナー

がいなくなると、講座そのものが消えてしまっている。カンボジアでは、多くの分野で、ドナー

の協力がなくなるとシステムそのものがなくなってしまったケースが多々みられている。このよ

うな弊害を少なくするために、本プロジェクトでは、教育システムや教育カリキュラムのカンボ

ジアにおける国家基準を定めることに重点を置き、これらの基準に沿った技術の移転を目的とし

ている。

第二の特徴は、直接のカウンターパートは、TSMCや 4つの地方の学校ではなく、保健省の人材

育成部とし、TSMCは人材養成のためのモデル的位置づけとした。当初議論されていたTSMCの

臨床検査とか理学療法等の複数の分野に対する技術協力を目的とするものではなく、カンボジア

における co-medical全般の人材養成を視野に入れたものであり、TSMCやその他の養成学校におけ

る技術協力はあくまでもそのモデル的なものになっている。

第三の特徴として、協力分野を医師、歯科医師、薬剤師の養成を除くco-medicalとし、臨床検査

とか看護などと特定していないことがあげられる。PDM0の活動には、新設を予定しているX線関

連の活動はあげられているが、その他の分野については、研修講師のトレーニング（TOT）能力の
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向上や教育機材の向上、ガイドラインの作成等を広く含み、特定の分野は記載されていない。し

かし、このことは、我が国協力の投入が、全分野を対象としていることを意味しているのではな

く、カンボジアの co-medical人材育成のためにカンボジアと我が国が当分野全体を視野に入れなが

ら、できる範囲内で取り組むということである。双方の投入が不足する場合は、他のドナー等と

の協力も考慮に入れながら、プロジェクトを実施することを考えている。

本プロジェクトは、当初TSMCの看護助産分野を除いた co-medical分野への協力という要請でス

タートした。この要請を受けた基礎調査にて、カンボジアにおける co-medical 分野での人材養成

協力の多くが、人材養成システムや教育機関の管理運営能力等の育成を忘れた形で技術の移転の

みがなされたために、継続性に乏しく、また、カンボジアの国家基準の制定が大幅に遅れている

ことが大きな問題であることが判明した。様々なドナーがそれぞれの得意な絞り込まれた分野を

虫食い状態に協力してきており、全体を見渡した協力が少ない状況にあった。この状況を踏まえ、

基礎調査団は次のような提案をした。

1） 適正な法に基づいた医療従事者の適正人材像と業務内容の改正及び基準化が必要である（す

べてのレベルにおける国家基準の設定）。

2） 包括的な人材育成計画は、訓練システムやカリキュラムの改定も含め、優先的に強化が必

要である。

3） 人材育成のための運営、予算管理、指導者の質の改善と適正な人数の配置、大学（特に

TSMC）と他人材育成機関との協力の改善が必要である（マネージメント能力の向上）。

4） 医療技術における質の向上が必要である。

今回作成された PDM0は、このような提案の趣旨が生かされたものであり、カンボジアの co-

medical分野における人材育成事業全体に取り組むという、非常に挑戦的なプロジェクトだと考え

ている。本協力によってカンボジアの国家レベルでの基準化がなされることを期待したい。

2－2 看護分野の評価結果

（1）調査結果

TSMCでは学生数が多いため教室が狭く、新しく造られた宿舎は私費学生の教室になって

いる。図書館にはクメール語・仏語・英語の書籍があるが、数が少なく古い書物が多い。ま

た、閲覧のスペースがなく開館時間が短い。2002年から実習を受け入れているホープ病院に

はシンガポールで教育を受けた臨床指導者が 4名おり、講義・演習を行い、マンツーマンで

学生の指導を行っている。図書館も充実している。実習終了時は学生にアンケートをとり、学

校へもフィードバックしている。教師は実習の初日に生徒を引率してくるのみである。コン

ポンスプーの村で3年生が1か月間、調査実習を行っていた。時間をかけて膨大な調査を行っ

ているが、目的やまとめ方の指導が不十分であり、村や保健センター・州などへのフィード
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バックはしていない。調査のみの実習に終わっているように見受けられた。

バッタンバンの学校は騒々しい環境のなかにあり、建物も古く照明も十分ではない。実習

室では 1年生が「清拭」の演習を行っていたが、教師はペーパーを見ながら説明していた。宿

舎は大部屋にベッドがあるのみで衛生的とはいえず、照明が不十分で勉強ができる状況では

ない。またプライバシーの保持はできない。実習病院では、産科病棟には日本やプノンペン

市にある国立母子保健センターで研修を受けた助産師がおり、指導もよくできている。外科

病棟では学生のみが書類の整理をしていた。

コンポンチャムの学校は1997年設立のため、新しく環境もよい。図書室は、オーストラリ

アのNGOの援助もあり、比較的充実しており、管理もよく行われている。歯科衛生士コース

では、小学生の歯垢除去を行っていた。

看護職に就きたい若者は多く、入学倍率は10倍である（バッタンバン）。就職先は学校では

把握してないが、出身地の病院やNGOで働きたいという学生が多い。英語を学んでいる学生

も多い。助産師コースのカリキュラムは新しく、実習記録ノートもりっぱであるが、看護コー

スは1995年のもので、実習ノートもA6サイズの小さなものである。看護は基本であるが、時

間がかかるのでドナーがつきにくいとのことである。教科書はなく、必要時、講師が資料を

配布している。コピー代は生徒負担である。実習については開始前に施設の関係者に説明を

する学校もあるが、ほとんど学生のレベルにあった実習は行われていない。ホープ病院の看

護部長によると、3年生でもバイタル測定ができないとのことである。看護プロセスについて

は、学校では教えるが、実習施設では行っていない。病院の記録を見ると、バイタルは記入

してあるが、すべて同じ数値である。教師は、Save the Children AUSが行ったマスタートレー

ナーコース（1.5年）を受講した人が各校に数名ずつ配置されている。臨床経験が全くない教師

が多い。コンポンチャムには英語を話す教師が多い。

（2）問題点・課題

1） 教師の質が低い。教師の資格条件としては特に何もない。臨床経験が全くない教師が多

い。優秀な教師はNGOなど、給与が高い援助機関へ流れている。

2） カリキュラムが古い。1995年に作成されたものであり、現在の医療・看護水準に見合っ

ていない。

3） 学内における看護技術演習のための看護用品の種類や量が少ない。

4） 図書が少ない。

5） TSMCの運営が悪い（奨学生と私費学生を区別している、図書館の開館時間が短い、宿舎

がない）。

6） 実習施設での指導が不十分である。
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（3）提　言

1） 現任教師のレベルアップ及び新教師の育成

現在は、教師としての資格条件がない。臨床経験が全くない教師が看護理論や技術を教

え、現状とはかけ離れた教育をしている。現任教師の再教育・強化が必要である。また、看

護のレベルを上げるため、若い優秀な人材を発掘し、育成していく必要がある。そのため

には、教師としての資格条件の基準化が重要である。

2） 臨地実習施設及び実習受入れ態勢の整備・強化

既に行っている学校もあるが、実習に出る前に受入施設に学科の進行状況、実習目的等

を説明すべきである。教師は実習を施設任せにせず、現場を把握し、教育を受けたことが

実践できる環境づくりをする必要がある。学校と臨地実習間の連携が重要である。また、臨

地実習指導者を育成し、確保することも重要である。

3） カリキュラムや教材の改善と学内における看護技術演習の強化

カリキュラムは 1995年に作成されたもので、現在の状況に見合っていない。現在の医療

状況にあった教育内容に改善する必要がある。学生が学内で看護技術の演習が十分できる

ように、看護用品を確保する必要がある。現在、臨床の場では実施されていないことであっ

ても、基本的理論や基礎的技術は正確に教育し、将来に備えなければならない。

4） 学校運営の強化

教師の自覚を改善するため、また学生の教育環境をよくするためには、学校運営の改善

が必要である。看護職を希望する学生は多く、学習意欲も高い。学生が安心して学べる環

境づくり、そして、それに応えられる教師の自覚と環境づくりが重要である。

（4）所　感

学生は学習意欲があり、新しい情報を得ようと必死である。これからのカンボジアの看護

界を担う人材及び国民の健康を推進する人材を育成することは、教師にとっての責務である。

教師のモチベーションを高める協力の必要性を感じる。正しい知識や情報、看護のやりがい・

喜びを伝えられるような教師の育成が重要である。
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第 3章　実施協議の経緯及び結果

3－1 実施協議の経緯

第 2次事前評価調査団の帰国後、これまでの調査の結果を基に、まずプロジェクトドキュメン

トの日本語ドラフトを作成した（付属資料 3）。その後、日本語ドラフトを基に英訳したものをカ

ンボジア側へ送付し、JICAカンボジア事務所及びプロジェクト立ち上げ準備のために 2003年 7月

から現地へ派遣されている山崎 裕章 専門家（チーフアドバイザー）を中心に、カンボジア側関係

者と内容について協議を行った。

また、日本側で作成した討議議事録（Record of Discussions：R／D）案についてもカンボジア側

関係者と協議を行い、両者合意の下で最終案を完成させた。

協議の過程で、プロジェクトドキュメント、R／Dのドラフトから修正された主な変更点は以

下のとおりである。

・プロジェクトドキュメントのなかで、保健省人材育成部長から人材育成の現状に関して、い

くつか最新情報が加筆された。

・R／Dの「AnnexⅡ日本人専門家の投入」に、臨床検査の短期専門家を加えた。

3－2 実施協議結果

2003年 9月 12日、双方で合意されたR／D及び実施協議議事録（M／M）が保健省において署

名・交換された。実施協議M／Mには、PDM、暫定実施計画（Tentative Schedule of Implementation：

TSI）、プロジェクトドキュメントが添付されている。R／D及び実施協議M／Mは、それぞれ付

属資料 4、5を参照のこと。

プロジェクト期間は、2003年 9月 15日から 2008年 9月 14日までとし、プロジェクト名は「医療

技術者育成プロジェクト（Project for Human Resource Development of Co-medicals）」とする。



付　属　資　料

1.　第一次事前評価調査結果報告

2.　第二次事前評価調査議事録（Minutes of Meeting：M／M）

3.　プロジェクトドキュメント（日本側作成ドラフト）

4.　討議議事録（Record of Discussions：R／D）

5.　実施協議議事録（Minutes of Meeting：M／M）
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